







































































































































































































































































区名 全ての容リプラ 特定の容器を回収 開始年 に限り回収
千代田 ○※ 2007
中央 ○ 2009














































































































































































区名 年度 ごみ 容リプラ 出典
千代田 2009 59.8 416.5 第３次千代田区一般廃棄物処理基本計画
江東 2015 49.0 154.6 江東区一般廃棄物処理基本計画（2017～2026年度）
品川 2011 44.6 209.7 品川区廃棄物減量等推進審議会答申（2013年３月）
杉並 2011 48.7 189.1 杉並区一般廃棄物処理基本計画（2013～2021年度）













































































































































































































表７　たま循環組合の構成市町における可燃ごみの処理体制と容リプラの分別収集の状況 ᕷ⏫ྡ ྍ⇞ࡈࡳࡢฎ⌮యไ ᕷ⏫ྡ ྍ⇞ࡈࡳࡢฎ⌮యไᕷ℩Ύ⊂༢ᕷᕷ㔝ⶶṊ ᕷ⡿␃ஂᮾᕷ㮚୕ ᕷிᮾすᕷᕸㄪ ⊂༢ᕷᕷᒣᮧᮾ⊂༢ᕷᕷ஭㔠ᑠ ⊂༢ᕷᕷᕝ❧⊂༢ᕷᕷᑎศᅜ ᕷᏊ⋤ඵ⊂༢ᕷᕷ㔝᪥ ᕷ⏣⏫ᕷ୰ᗓ ᕷᦶከᕷ❧ᅜ ከᦶ㺤㺋㺎㺞㺑㺻⎔ቃ⤌ྜ ࠉۑ ͤ⊂༢ᕷᕷᓥ᫛ᕷỤ≻ ࠉۑ ͤᕷᱵ㟷ᕷᇛ✄ᑠᖹᕷ ࠉڹ ͤ ⚟⏕ᕷ ࠉۑ ͤᕷᮧ⩚ᕷ࿴኱ᮾ ࠉۑ ͤ⏫✑⍞ᕷᒣᮧⶶṊ ᐜࣜࣉࣛࡢศู཰㞟ۑۑすከᦶ⾨⏕⤌ྜᐜࣜࣉࣛࡢศู཰㞟ۑࡩࡌࡳ⾨⏕⤌ྜۑۑڹͤ㸦+㹼ۑ㸧ۑۑۑۑ ۑۑۑࡩࡌࡳ⾨⏕⤌ྜ ᕷ༢⊂࣭ከᦶ㺤㺋㺎㺞㺑㺻⎔ቃ⤌ྜ㸦୍㒊ᆅᇦ㸧ከᦶᕝ⾨⏕⤌ྜᑠᖹ࣭ᮧᒣ࣭኱࿴⾨⏕⤌ྜ ᰗἨᅬ⤌ྜ ۑۑۑۑ㸦୍㒊ᆅᇦ㸧
　　 ※１　ボトル等の容器を回収
　　 ※２　製品プラスチックも回収
　　 出典：各市町ウェブページを基に筆者作成
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おいて価格のみで選定されている。市区町村は，自
らが分別収集した容リプラがどのように再商品化さ
れるについて関与することはできず，毎年その再商
品化手法が変わる可能性もある。市区町村がCO２
排出削減効果の高い手法や，住民から見てわかりや
すい手法で再商品化したいと希望しても，そうなる
とは限らない。これが，市区町村の分別収集への参
加意欲をそぐことになり，文京区・大田区・豊島区・
荒川区は，この点を参加しない理由としている20。
このため，市区町村が容リプラの再商品化手法を選
択したい場合には，入札に先立ちそれを指定し，こ
れを基に容リ協会が再商品化事業者選定の入札を行
う仕組みとすればよい。
５．結論
本稿では，東京都23区に清掃事業が東京都から移
管された後，容リプラの分別収集の実施の採否が各
区の努力にゆだねたため，実施している区とそうで
ない区に分かれた経緯について明らかにした。その
結果として，分別収集を実施している区では，分別
収集費用を負担しごみやCO２の排出削減を進めて
いる一方で，未実施区では，ごみの排出削減の取組
みに遅れが見られていることが明らかになった。さ
らに，未実施区で収集された容リプラが，分別収集
を実施している区に立地する清掃工場で焼却されて
いる実態を明らかにした。
23区におけるごみ処理負担の差異をなくし，共に
ごみ量の削減を進め，最終処分場の延命化とCO２
排出削減の取組み21を進めていくためには，未実施
区が分別収集に取り組むよう動機付けを行う必要が
ある。このための方策として，４章では①選別工程
合理化，②一部事務組合分別収集，③分担金再調
整，④再商品化手法選択制を示した。この中で最も
有効な方策の組み合わせは，①選別工程合理化，②
一部事務組合分別収集，④再商品化手法選択制であ
る。①選別工程合理化は，多くの区が課題とする容
リプラの分別収集コストについて低減効果が期待さ
れる。この制度は容リ法の改正が必要となるが，国
においてもこの制度に関する実証研究を実施するこ
ととしており22,この検討成果が待たれる。23区にお
いては，可燃ごみについて共同処理を継続すること
を前提とするのであれば，容リプラについても②一
部事務組合分別収集に取り組むべきである。ただ
し，現在の23区のごみ処理体制は，1994年に東京
都と23区が清掃事業の移管に合意した後，15年ほ
どの検討調整を経てようやく固まったものであり，
23区一部事務組合のあり方を再度見直すには長い
リードタイムが想定される。このため，なお各区で
分別収集を実施している間の暫定的な措置として，
③分担金再調整を実施することが考えられる。④再
商品化手法選択制については，制度導入の効果が現
在の入札制度を問題とする区のみに限られるが，容
リ協会における入札制度の変更により対応が可能で
ある。したがって，未実施区における分別収集の実
施促進に向けて，まずは③分担金再調整と④再商品
化手法選択制に着手し，長期的には，①選別工程合
理化，②一部事務組合分別収集の実現を目指してい
くべきことを提言する。
本稿では，東京都の23区の容リプラの分別収集の
実施状況から生じた問題と，問題の是正に向けた分
別収集の実施促進方策といった観点から検討を行っ
た。しかし，この結論は23区だけではなく，他の市
町村にも当てはまり得るものが多い。最近では費用
負担の重さを理由に容リプラの分別収集をやめる市
町村も現れ，容リプラの分別収集を実施する全国の
市町村の割合が横ばいとなっている中で，どのよう
に分別収集の参加市町村を拡大していくべきかが，
本研究の今後の課題である。
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注
１　容器（商品を入れるもの）及び包装（商品を包むもの）
のうち，中身商品が消費されたり，中身商品と分離され
たりした際に不要になるもの
２　容リ法上は「製品の原材料として利用する者に有償
又は無償で譲渡し得る状態にすること」等と定義されて
いる。
３　白色トレイ（白色の発泡スチロール製食品用トレイ）
は，プラスチック製容器包装に該当するが，単独で収集
されれば材料リサイクルが容易となる。このため，容リ
プラとは別の区分で分別収集する市区町村がある。市区
町村がプラスチック製容器包装を分別収集するケースと
しては，①白色トレイのみを分別収集，②白色トレイと
容リプラを別の区分で分別収集，③容リプラを分別収集
－の3類型があるが，本稿では容リプラの分別収集（②
と③）の状況に焦点を当てて論ずる。
４　熱回収を意味する和製英語である。例えば国の『平
成29年版　環境・循環型社会・生物多様性白書』では熱
回収を「サーマルリカバリー」と称しているが，本稿で
は，23区の文書等における用語にならって「サーマルリ
サイクル」を用いる。
５　（公財）日本容器包装リサイクル協会「リサイクルの
ゆくえ プラスチック製容器包装」，http：//www.jcpra.
or.jp/recycle/recycling/tabid/428/index.php#Tab428
（2017年12月17日アクセス）
６　分別収集に参加する市区町村の拡大により，更なる
CO2排出削減効果の積み増しのポテンシャルがある（環
境省（2016：8））。中谷と平尾（2010：315）がレビュー
を行った評価事例では，容リプラの再商品化は，どの手
法であっても焼却発電と比較した場合にCO2排出削減効
果が認められた。なお，容リプラを分別収集すると，焼
却ごみが熱量不足となり，重油などの助燃剤を必要と
し，CO2の排出につながるのではないかとの論点がある
が，森口（2010a：322）は，今日の一般的な焼却炉の日
常の操業に関しては事実誤認であるとしている。
７　容リ法の特定事業者（再商品化実施の義務を負う事
業者）が再商品化義務を履行するために容リ協会に支払
う委託料は容器包装の使用量に比例する。このため，特
定事業者には，委託料をできるだけ少なくするために容
器包装の使用量を減らすインセンティブが働く。2015年
度には，市区町村は分別収集した65.7万トンの容リプラ
を容リ協会に引き渡し，これを再商品化するため特定事
業者は350億円を支払っているが，この金額は2006年度
から15.1％削減され，その結果として，ごみとしての排
出量も減少した。
８　容リ法対象品目の引渡先は，容リ協会が委託した再
商品化事業者となる。
９　これらの処分場の残余年数は試算では50年以上と
なっているが，地震等の大規模災害により発生する廃
棄物は含まれていない（東京都環境局「廃棄物等の埋
立処分計画」，http：//www.kankyo.metro.tokyo.jp/
resource/landﬁll/cat8032.html（2017年７月26日アクセ
ス））。
10　「最終処分場の延命及び確保」（2004年10月特別区長
会了承）
11　１人当たりの容リプラの年間収集量（2015年度）を
見ると，全ての容リプラの分別収集を行う12区では平均
6.1キログラムであるのに対し，未実施区では平均0.1キ
ログラムに過ぎない。
12　京都市が2007年10月に容リプラの分別収集を開始し
たことによる市民の意識の変化を観察した結果を分析し
た。森口（2010b：621）が指摘するように，CO2に関し
ては，見えにくいCO2の排出実態を見えるようにするこ
と（見える化）で，自ら削減行動をとることに結びつけ
ることが期待されている。容リプラを分別排出する日々
の行動が，住民のごみ発生抑制に関する意識の醸成の機
会になり得る。
13　環境省（2016：８）における推計方法を基に，分別
収集を実施している12区の容リプラの分別収集量（2015
年度）について，焼却発電を行った場合と比較したCO2
排出削減量を算出した。
14　葛飾区では分別収集した容リプラを習志野市にある
選別保管施設に運搬しているが，藤井他（2006：340）は，
容リプラの分別収集・運搬に伴うCO2排出量は，再商品
化事業者への片道200kmの長距離輸送を含めた場合でも
容リプラが持つ炭素量５％程度にしかならないと評価し
ている。
15　一部事務組合の制度には，「地域住民から遠い存在と
なりやすい」「広域にわたる共通の政策を樹立し，その
実効性を確保するという機能が弱い」等の問題点が指摘
されていて（鄭2013：85），住民による直接請求や構成
団体の事務の実施に対する勧告が認められている広域連
合制度を活用していくことも考えられる。
16　2011年度では178万トンであったが，2016年度には
168万トンまで減少している。（各年度の東京二十三区清
掃一部事務組合『清掃事業年報』）
17　例えば，横浜市では，容リプラの分別収集の実施等
によるごみ量の減少に伴って，2010年度から保土ケ谷工
場を一時休止している。
18　この追加分担金の額は，「各清掃工場に一定の処理基
準（16区における自区内発生ごみ量の合計15％とし，16
区で同一量とする）を設定し，一定の処理基準を超えた
ごみ量を金銭による負担の対象とし，１トンあたり1,500
円とする。」（2008年3月特別区長会総会）との考え方によ
り算出された。処理量が一定の基準に達しない清掃工場
所在区では達しない量に応じて，一定の処理基準を設
定できない区では自区内発生ごみ量に応じて，2017年度
には１トン当たり422円を支払うこととなった。他方で，
一定の処理基準を超えて処理している清掃工場所在区に
おいては，たとえ容リプラの分別収集を実施していたし
ても，一定の処理基準を超えたごみ量に応じて１トン当
たり652円を受け取る。
19　多摩地域では，他に，あきる野市，日の出町，奥多
摩町，檜原村は一般廃棄物の共同処理のために西秋川衛
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生組合を組織している。
20　環境省（2010）が市区町村に対し，容リプラの再商
品化について再商品化手法を市区町村が選択できるとし
た場合の対応を尋ねたところ，「特に希望はないが，制
度としては希望が聞けるものがよい」という回答が約
41％，手法を選択したい市区町村は約16％，事業者を選
択したい市区町村は約10％であった。全国市長会も国に
対する提言（2017年６月）として，容リ法に関して「再
商品化手法を都市自治体が柔軟に選択できる仕組みとす
ること」をあげた。
21　環境省（2016：８）における推計方法を基に算出す
ると，容リプラの分別収集の未実施区も分別収集を行っ
た場合のCO2排出削減効果は6.4万トンと推計される（23
区全体の分別収集量は，分別収集を実施している12区に
おける1人当たりの分別収集量（2015年度）に23区の人
口（2015年10月1日現在）を乗じた）。なお，この試算の
ケースでは，分別収集量1トン当たりのCO2排出削減量は
2.3トンとなり，表４で示した事例を踏まえ，容リプラの
分別収集に伴う追加費用が収集量１トン当たり15万円と
仮定すると，CO2排出削減コストは，CO2１トン当たり
6.5万円と推計される。
22　容リ法の施行状況の評価・検討を行った中央環境審
議会意見具申（2016年５月）では，今後の施策として「市
町村や特定事業者の負担を低減し，社会全体のコストを
合理化する方策として，目的や実施主体が異なる市町村
とリサイクル事業者の行う選別を一体化することによる
社会全体のコストの低減効果や制度的課題を把握するた
めの実証研究を検討・実施すべきである」と提言してお
り，これを受けて，国が中心となって有識者・関係者と
連携しつつ検討することとしている（中央環境審議会
循環型社会部会容器包装の３Ｒ推進に関する小委員会資
料，http：//www.env.go.jp/council/03recycle/y034-
18/mat04-1.pdf（2017年12月15日アクセス））。
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